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Ⅰ 令和５年度事業計画

１ 基本方針

最近の我が国経済は、資源高などの影響を受けつつも、新型コロナウイルス感染症の

感染抑制と経済活動の両立が進むもとで、基調としては持ち直しているとされていま

す。

一方で、中小企業を取り巻く環境は、急速な人口減少、少子高齢化の進行、社会経済

のグローバル化などに加え、持続可能な開発目標（SDGs）やカーボンニュートラルな

どの新たな価値観への対応、さらには原油・原材料価格の高騰、部材調達難、人材不足

といった経営課題に直面するなど大きな転換期にあります。

このような中、国においては、「成長と分配の好循環の実現」に向け、潜在的な成長

志向企業や成長に向け挑戦・変革に取り組んでいる企業に対し、成長・挑戦を後押しす

る政策を展開しているところです。

また、県においては、「第２次茨城県総合計画」を策定し、「新しい茨城づくり 政
策ビジョン」で掲げた４つのチャレンジをもとに、県民が「豊かさ」を享受し、「安心

安全」な生活環境のもと、未来を担う「人財（じんざい）」が育まれ、「夢・希望」に

あふれた茨城を実現していくために取り組む政策等を総合的に示しております。本計画

では「活力ある中小企業・小規模事業者の育成」として、新産業・新事業分野の創出と

販売戦略を支援するため、産業支援機関等との連携を強化し、中小企業の経営力向上の

ための施策を総合的に推進するほか、競争力強化のための商品開発、販路開拓や生産性

の向上のため、研究開発に関わる人材育成、次世代技術の導入と活用を促進していま

す。また、海外展開を推進するため、ビジネスマッチングの機会創出、商談のフォロー

アップなど、グローバルなビジネスを支援することとしています。

当機構においても、ウィズコロナ・ポストコロナ時代における産業や経済の持続的発

展に資するため、国内外における従来型の商談会や展示会出展に加え、オンラインを併

用した「ハイブリッド型支援」により、販路拡大や経営基盤の強化につながる支援を行

ってまいります。

令和５年度は、「海外展開支援」体制をより強化し、県、ジェトロ茨城と連携しなが

ら、グローバルに販路開拓を目指す中小企業を強力に支援してまいります。

また、県内中小企業の取引先の多角化、受注量の確保を支援する「受発注マッチング

支援」、新製品や新技術の開発を支援する「いばらきチャレンジ基金」、よろず支援拠

点における「相談窓口体制及び課題設定型伴走支援体制」の強化、知財総合支援窓口に

よる「知財総合支援」などを実施し、様々な中小企業のニーズに的確に対応しながら、

県及び各支援機関等と緊密な連携を取りつつ、本県産業の中核を成す中小企業の支援に

努めてまいります。 
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２ 事業の概要 

(1) 海外展開支援事業

円安や日本食に対する需要の高まりを背景に、製造品や農林水産物・食品の輸出額が

増加し続けるなか、県内中小企業においても、販路拡大のため積極的な海外展開への取

り組みが求められています。

このため、県、ジェトロ茨城と連携しながら、リアルとオンライン（デジタル）両面

によるハイブリッド型の支援を展開し、有望市場、有望バイヤーの発掘から商品開発、

商談成約までを総合的に支援します。

具体的には、当機構職員や海外展開推進員が、適宜フォローアップ等を行いながら、

国内外で開催される展示会・商談会や商社等との商談等を通じて、取引マッチングの促

進や海外現地バイヤー等とのネットワークの構築等を支援します。

また、ジェトロ茨城との合同オフィス「いばらき海外展開総合支援窓口」を通じて、

県内中小企業の相談にワンストップで対応するほか、ジェトロ茨城と共催で貿易実務

研修等を開催し、貿易取引に関する知識の習得や、海外対応力の向上を支援します。

さらに、知財総合支援窓口と連携し、県内中小企業における戦略的な外国への特許・

商標出願等を支援します。

① いばらきグローバルビジネス推進事業

【県受託事業（グローバルビジネス支援チーム）】〔予算額：30,644 千円〕

海外展開にチャレンジする食品及びものづくり分野の中小企業を支援するため、

食品及びものづくりの各専門家による支援や展示商談会への出展支援等を実施しま

す。また、海外展開に関する相談対応や貿易実務研修等を開催して支援します。

ア 専門家の配置   ３人

イ 海外展開に取り組む県内中小企業等の掘り起こし  随時

ウ 展示商談会への出展支援（オンラインを含む。） ３回程度

エ オンライン商談の実施   随時

オ 貿易投資相談   随時

カ 貿易実務研修の開催   １コース

キ 海外展開セミナーの開催   ３回

ク ホームページ等による海外展開支援情報提供   随時

ケ メールマガジンによる海外展開支援情報提供   ４８件

② 茨城県中小企業外国出願支援事業

【国補助事業（特許庁）】〔予算額：13,700 千円〕

 知財総合支援窓口と連携し、中小企業における戦略的な外国への特許・商標出願等
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を支援します。

ア 海外での特許取得  ６件

イ 海外での実用新案取得   １件

ウ 海外での意匠取得  １件

エ 海外での商標取得  ５件

オ 海外での冒認対策商標取得   １件

(2) 受発注マッチング事業

当機構が令和 4 年 10 月に実施した受注企業実態調査結果では、前回改善傾向にあっ

た「受注状況等」について、１年前と比較して受注量が「増加した」または「変わらな

い」と回答した企業の合計が約７割となっており、引き続き改善傾向が続く状況にあり

ます。

一方で、「経営上の主な問題点」について、「石油・原材料価格の上昇」とする企業の

割合が昨年比２割増加の５割超、また、「人材不足」とする企業の割合も昨年に引き続

き５割超となっており、県内中小企業の経営環境は依然として厳しい状況が続いてお

ります。

こうした中、県内中小企業の大きな課題の一つである販路拡大を強力に支援するた

め、ビジネスコーディネーターを配置して主に首都圏及び近隣県の発注企業を継続的

に訪問することにより、発注企業のニーズ把握や発注案件の開拓を積極的に行います。 
また、県内中小企業と県外発注企業のマッチング機会をより多く創出するため、東京

都や大阪府など大都市で開催される大規模専門展示会に茨城県ブースを出展して優れ

た技術や製品等をＰＲするとともに、多くの県外発注企業が参加する広域商談会の開

催や、発注企業のニーズにスピーディーに対応する提案型商談会等を開催して、国内外

の販路拡大を支援します。

さらに、受発注取引に関する各種調査を実施し、的確な情勢把握に努めるとともに、

下請取引や補助金申請に関する各種相談に対応するなど、県内中小企業の経営の安定

化を支援します。

① ものづくり産業マッチング支援事業

【県補助事業（技術革新課）】〔予算額：26,507 千円〕

  ビジネスコーディネーター等による発注案件開拓、専門展示会への出展による技

術等のＰＲ、各種商談会の開催による発注企業とのマッチング機会の創出等を図り、

県内中小企業の販路拡大を支援します。なお、コロナ禍において対面型の商談が難し

い場合には、非対面型のオンライン商談等にも積極的に対応します。

また、県内中小企業の経営基盤の強化を促進するため、受発注企業の登録促進、取
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引紹介あっせん、受発注の情報提供、受発注調査等の各種事業を実施することにより、

県内中小企業の取引先の多角化、受注量の確保を支援します。

ア ビジネスコーディネーター等の配置   ４人

イ 専門展示会への出展   ３回

ウ 広域商談会の開催   １回

エ 提案型商談会の開催   ６回

オ ビジネス情報交換会の開催   １回

カ 受発注企業の登録促進   随時

キ 取引紹介あっせん（オンライン商談含む） 随時

ク 受発注の情報提供 随時

ケ 各種調査及び情報収集

(ｱ) 発注企業実態調査  １回

(ｲ) 受注企業実態調査  １回

(ｳ) 取引状況調査  １回

(ｴ) 受・発注企業との情報交換会の開催 １回

コ 受発注取引に係る会議及び研修  ３回

② 下請かけこみ寺事業

【国受託事業（全国中小企業振興機関協会）】〔予算額：0 円〕

ア 相談員の配置   １名

※相談員の採用、報酬支払等の労務管理は全国中小企業振興機関協会が実施

③ その他

ア 補助金申請等に関する各種相談への対応  随時 

(3) いばらきチャレンジ基金事業

人口の減少や経済のグローバル化など社会の変化に対し、本県の産業を継続的に発

展させるため、最先端の科学技術やものづくり産業が集積する本県の強みを最大に生

かした新技術・新製品開発や新たな市場の獲得に向けた中小企業等の取組を促進する

必要があります。 

このため、中小企業者が行う革新的な新技術・新製品開発や海外販路開拓の取組を

支援します。 
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※基金内容 
区分 金額 備考 

中小企業基盤整備機構 
茨城県 
当機構 

6,000,000,000 円 
20,000,000 円 

1,490,000,000 円 

10 年間の無利子貸付金 
同上 
工業技術振興基金 

計 7,510,000,000 円  
 
① 助成事業 

【県補助事業（産業政策課）】〔予算額：60,324 千円（助成額 60,000 千円）〕 
事業名 助成期間 助成限度額 助成率 

ア 海外販路開拓促進事業 
海外の展示会出展やＨＰ作成によ

る販路開拓等を支援 

１年 
(当該年度内) 

100 万円 最大 2/3 

イ 新技術・新製品開発促進事業 
新技術・新製品の開発又はそれら

を活用した新サービスの開発を支援 

１年 
(当該年度内) 

250 万円 最大 2/3 

 

② 助成事業 
【国（中小企業基盤整備機構）・県(産業政策課)貸付金による基金運用】 
〔予算額：23,570 千円（助成額 22,000 千円）〕  

事業名 助成期間 助成限度額 助成率 
ア 新技術・新製品開発促進事業 

新技術・新製品の開発又はそれら

を活用した新サービスの開発を支援 

１年超 
２年以内 

500 万円 最大 2/3 

 
 

(4) 新事業支援事業  

経済のグローバル化が進む中で、企業間競争を勝ち抜いていくためには自社の経営

力・技術力を常に高めていくことが大変重要です。 
このため、中小企業の経営・技術等の課題を解決するための専門家を派遣して課題解

決を支援します。 
また、経営革新計画の承認を受けた中小企業が抱える計画遂行上の様々な課題を解

決するため、専門家のフォローアップにより支援します。 
さらに、社会的課題解決のための創業を促進するため、創業者への補助及び伴走支援

を行います。 
加えて、中小企業の生産性向上及び生産性向上を図るための現場改善のリーダーと
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なる人材育成を支援します。 
 

① 中小企業エキスパート派遣事業 
   【県補助事業（技術革新課）・企業負担金】〔予算額：34,032 千円〕 
    中小企業が抱える経営面（経営全般、労務管理、マーケティング等）や技術面（品

質・工程管理、生産・加工技術、新製品開発等）の課題を解決するため、エキスパー

ト（中小企業診断士、大手企業の元技術者等）を派遣して支援します。 
    また、新型コロナウィルス関連支援枠を設け、エキスパートを無料で派遣します。 
 

ア 総括テクノエキスパートの配置         ４人 
    イ エキスパート派遣             ７８０日 
      ※上記のうち、新型コロナウィルス関連支援枠は４０日 
 

② 経営革新フォローアップ専門家派遣事業 
   【県受託事業（中小企業課）】〔予算額：1,766 千円〕 
    経営革新計画の承認を受けた中小企業が抱える計画遂行上の様々な課題を解決す

るため、マネジメント、財務等に精通した中小企業診断士やコンサルタント等の専門

家を派遣して支援します。 
 
    ア 専門家派遣日数               ５０日 
 

③ 地域課題解決型起業支援事業 
【県補助事業・受託事業（技術革新課）】〔予算額：17,201 千円〕 
県内経済の活性化に資するため、社会的課題に対して効果的な起業をする者に対

して、起業支援金を補助するとともに伴走支援します。（補助限度額：200 万円） 
 
ア 支援件数                   ５件 
イ 補助金額             １０，０００千円 
ウ コーディネーターの配置            ３人 
 

④ いばらき生産性向上人材育成事業 
    中小企業の生産性向上及び人材育成のため、生産性向上を図るための現場改善の

リーダーとなる人材を育成する「いばらき生産性向上人材育成スクール」を受講した

社員が所属する企業において、現場改善を社内に定着させ、生産性を向上させる取組

を支援します。 

ア 生産性向上定着支援 
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(5) よろず支援拠点事業

【国受託事業（関東経済産業局）】〔予算額：154,755 千円〕

中小企業・小規模事業者が抱える売上拡大や経営改善等の経営課題に対して、ワンス

トップで対応する「よろず支援拠点」を機構内に設置し、経営課題の解決に向けた支援

を実施し、地域経済の活性化を図ります。また、本事業を通じて、県内支援機関の特徴

等を把握し、支援機関・専門家等と連携体制を強化するとともに、支援機関に支援モデ

ル・ノウハウ等を浸透させ、支援機関の能力向上を図ります。

さらに、新型コロナウイルス感染症の影響や最低賃金引上げ、インボイス制度の導入、

エネルギー価格の高騰等の事業環境変化に中小企業・小規模事業者が円滑に対応出来

るように拠点の相談窓口の体制や課題設定型の伴走支援の体制を強化します。

ア コーディネーター等の配置 ３０人

イ サテライト拠点の開設（支援機関・金融機関等）  １０か所

ウ 出張相談会の開催（商工会議所・商工会・市町村等）  随時

エ 連携フォーラムの開催  １回

オ 連携パートナー研修会の開催   １回

カ 連携コミュニティ（スラック）の運営   随時

キ テストマーケティング会の開催   ２回

ク ミニセミナー・個別相談会の開催   随時

ケ プロジェクトチームの編成（重点分野支援等）   随時

コ 相談対応特別チームの編成（デジタル化推進等）   随時

サ 成長志向企業への伴走支援（中堅企業支援等）   随時

シ 拠点広報（よろずチャンネル等）   随時

(6) 知財総合支援事業

地域の活力を担う中小企業が新たな事業展開等により競争力を高めていくため、知

的財産の重要性はますます高まっています。

このため、知財総合支援窓口を開設し、常駐の知財支援専門員が中小企業者等が抱え

る知的財産に関する課題について、計画策定段階から出願支援等まで幅広く対応する

とともに、各種情報の提供サービス、弁理士等の専門家の派遣など効果的に支援します。 
また、新たな事業展開等により競争力を高めていくため、大学や研究機関等から中小

企業へ提供可能な開放特許等の発掘を行うとともに、中小企業における技術導入のニ

ーズ把握からライセンス契約に至るまで、一貫して支援します。

さらに、大学等が保有する事業化の可能性が見込まれる研究成果（技術シーズ）等を

中小企業が活用するための交流機会等を開催するなど、新製品や新技術の開発等を目

指そうとする中小企業を支援します。
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① 知財総合支援窓口事業

【国受託事業（独立行政法人工業所有権情報・研修館）】〔予算額：39,545 千円〕

知財総合支援窓口を開設し、知的財産に関する様々な相談に知財支援専門員が対

応して適切な助言等を行うほか、必要に応じて弁理士等の知財専門家を派遣して支

援します。

ア 知財支援専門員の配置 ８人

イ 弁理士等の知財専門家派遣 随時

② いばらき知財戦略推進事業

【県補助事業（技術革新課）】〔予算額：2,598 千円〕

大学等が保有する開放特許を調査して中小企業へ技術移転の仲介支援を行うほか、

開放特許提供者と中小企業者が事業化を検討するためのシーズ実用化検討会等を開

催して支援します。

ア 特許関連情報（特許出願方法や支援施策等）の整備と提供

イ 開放特許の登録   １００件

ウ 特許技術の斡旋・仲介  ２４回

エ シーズ発表会の開催 ２回

オ シーズ実用化検討会の開催 ５回

(7) 中小企業情報発信事業

【県補助事業（技術革新課）】〔予算額：8,467 千円〕

  機構ホームページやメールマガジンを通して、国、県等の中小企業支援施策等の情

報を提供します。また、「茨城県企業データベース」を運用することで、中小企業の自

社ＰＲ等を支援します。

ア 茨城県企業データベースによる企業情報提供支援 随時

イ ホームページ等による情報提供 随時

ウ メールマガジンによる情報提供  ４８回

エ 相談窓口業務による情報提供   随時

オ 各種情報媒体による情報提供   随時

(8) 設備資金貸付事業

平成２６年度末で廃止となった「小規模企業者等設備導入資金助成法」に基づく設備
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資金貸付については、引続き債権の回収に努めます。 
 
    ア 貸付残高         ３件   ５，０４２千円 
             （内訳） 
             正常債権  ２件   ４，２１４千円 
             未収債権  １件     ８２８千円 
 
 
(9) 設備貸与事業、県単独機械類貸与事業 

全未収債権が償却済みであることから、償却済の未収債権について、債権管理を実施

します。 
 
 

(10) 新事業創出拠点設置運営事業 

【県補助事業（産業政策課）】〔予算額：198,915 千円〕 
産業支援機関として県内中小企業の海外展開、経営革新及び創業の促進や経営基盤

の強化に関する事業を効果的に実施するための支援体制を整備します。 
 

ア 役職員設置費 
イ 事務所賃料、共益費 
ウ 会計監査人設置費 
エ その他共通経費（公用車、事務機器整備費用等） 
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　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円)
本年度 前年度 備考

Ⅰ 一般正味財産増減の部
１ 経常増減の部

(1)経常収益
①基本財産運用益

基本財産受取利息 37 37 0
②特定資産運用益

特定資産受取利息 1 1 0
③事業収益

協賛金収入 200 300 △ 100
④受取補助金等

補助金(県) 334,381 338,420 △ 4,039
補助金(国等) 13,700 13,700 0
助成金(国等) 0 2,000 △ 2,000
受託金(県) 38,550 51,119 △ 12,569
受託金(国等) 194,300 194,299 1
受取補助金等振替額 929 929 0

⑤受取負担金
負担金収入 11,723 15,727 △ 4,004

⑥受取寄付金
受取寄付金振替額 26,425 31,644 △ 5,219

⑦雑収益
雑収入 0 160 △ 160

　　  経常収益計(A) 620,246 648,336 △ 28,090
(2)経常費用

①事業費
役員報酬 14,902 15,214 △ 312
給料手当 82,314 86,098 △ 3,784
嘱託配置費 36,610 36,610 0
退職給付費用 7,161 8,001 △ 840
福利厚生費 18,404 18,281 123
報償費 156,245 159,209 △ 2,964
旅費 18,264 21,306 △ 3,042
事務費 28,385 31,934 △ 3,549
助成費 94,855 100,447 △ 5,592
委託費 1,066 10,826 △ 9,760
燃料費 484 604 △ 120
減価償却額 1,670 1,514 156
保険料 0 55 △ 55
水道光熱費 794 813 △ 19
賃借料 54,203 56,944 △ 2,741
公租公課 0 409 △ 409
分担金・負担金 758 1,131 △ 373
工事及び装飾費 6,500 5,200 1,300
賞与引当金繰入額 10,865 11,608 △ 743
雑費 1,691 1,924 △ 233

②管理費
役員報酬 4,544 4,204 340
給料手当 26,643 25,762 881
退職給付費用 2,851 2,011 840
福利厚生費 5,016 5,035 △ 19
報償費 5,969 6,019 △ 50

Ⅱ　令和5年度収支予算書
１　収支予算書

項目 比較
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本年度 前年度 備考項目 比較

旅費 335 360 △ 25
事務費 10,752 10,964 △ 212
委託費 500 500 0
燃料費 135 152 △ 17
減価償却額 463 379 84
水道光熱費 221 204 17
賃借料 15,022 14,236 786
公租公課 3,678 3,897 △ 219
分担金・負担金 1,034 1,106 △ 72
賞与引当金繰入額 2,988 3,072 △ 84
雑費 1,569 1,756 △ 187

　　  経常費用計(B) 616,891 647,785 △ 30,894
　　当期経常増減額(C)(A-B) 3,355 551 2,804

２ 経常外増減の部
(1)経常外収益

　  経常外収益計(D) 0 0 0
(2)経常外費用

　　  経常外費用計(E) 0 0 0
　　　当期経常外増減額(F)(D-E) 0 0 0
　　　当期一般正味財産増減額(G)(C+F) 3,355 551 2,804
　　　一般正味財産期首残高(H) 36,298 31,249 5,049
　　　一般正味財産期末残高(I)(G+H) 39,653 31,800 7,853
Ⅱ　指定正味財産増減の部

(1)特定資産運用益
特定資産受取利息 22,420 22,306 114

(2)一般正味財産への振替額
一般正味財産への振替額 △ 27,354 △ 32,573 5,219

　　　当期指定正味財産増減額(J) △ 4,934 △ 10,267 5,333
　　　指定正味財産期首残高(K) 1,597,507 1,601,674 △ 4,167
　　　指定正味財産期末残高(L)(J+K) 1,592,573 1,591,407 1,166
Ⅲ　正味財産期末残高(M)(I+L) 1,632,226 1,623,207 9,019
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（単位：千円）

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１ 経常増減の部

(1)経常収益

①基本財産運用益

基本財産受取利息 0 37 37

②特定資産運用益

特定資産受取利息 1 0 1

③事業収益

協賛金収入 200 0 200

④受取補助金等

補助金（県） 269,781 64,600 334,381

補助金（国等） 13,700 0 13,700

助成金（国等） 0 0 0

受託金（県） 35,045 3,505 38,550

受託金（国等） 176,671 17,629 194,300

受取補助金等振替額 929 0 929

⑤受取負担金

負担金収入 11,723 0 11,723

⑥受取寄付金

受取寄付金振替額 26,425 0 26,425

⑦雑収益

雑収入 0 0 0

 経常収益計(A) 534,475 85,771 620,246

(2)経常費用

①事業費

役員報酬 14,902 - 14,902

給料手当 82,314 - 82,314

嘱託配置費 36,610 - 36,610

退職給付費用 7,161 - 7,161

福利厚生費 18,404 - 18,404

報償費 156,245 - 156,245

旅費 18,264 - 18,264

事務費 28,385 - 28,385

助成費 94,855 - 94,855

委託費 1,066 - 1,066

燃料費 484 - 484

減価償却額 1,670 - 1,670

保険料 0 - 0

水道光熱費 794 - 794

賃借料 54,203 - 54,203

公租公課 0 - 0

分担金・負担金 758 - 758

工事及び装飾費 6,500 - 6,500

賞与引当金繰入額 10,865 - 10,865

雑費 1,691 - 1,691

②管理費

役員報酬 - 4,544 4,544

給料手当 - 26,643 26,643

退職給付費用 - 2,851 2,851

福利厚生費 - 5,016 5,016

報償費 - 5,969 5,969

２　事業別収支予算内訳表

項目 法人会計 合計公益目的事業会計
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項目 法人会計 合計公益目的事業会計

旅費 - 335 335

事務費 - 10,752 10,752

委託費 - 500 500

燃料費 - 135 135

減価償却額 - 463 463

水道光熱費 - 221 221

賃借料 - 15,022 15,022

公租公課 - 3,678 3,678

分担金・負担金 - 1,034 1,034

賞与引当金繰入額 - 2,988 2,988

雑費 - 1,569 1,569

　　 経常費用計(B) 535,171 81,720 616,891

　当期経常増減額(C)(A-B) △ 696 4,051 3,355

２ 経常外増減の部

(1)経常外収益

　  経常外収益計(D) 0 0 0

(2)経常外費用

　　 経常外費用計(E) 0 0 0

　　当期経常外増減額(F)(D-E) 0 0 0

　　当期一般正味財産増減額(G)(C+F) △ 696 4,051 3,355

　　一般正味財産期首残高(H) 12,145 24,153 36,298

　　一般正味財産期末残高(I)(G+H) 11,449 28,204 39,653

Ⅱ　指定正味財産増減の部

(1)特定資産運用益

特定資産受取利息 22,420 0 22,420

(2)一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 △ 27,354 0 △ 27,354

　　当期指定正味財産増減額(J) △ 4,934 0 △ 4,934

　　指定正味財産期首残高(K) 1,559,507 38,000 1,597,507

　　指定正味財産期末残高(L)(J+K) 1,554,573 38,000 1,592,573

Ⅲ　正味財産期末残高(M)(I+L) 1,566,022 66,204 1,632,226
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３ 資金調達及び設備投資の見込みについて 

１ 資金調達の見込みについて 

借入れの予定   なし 

２ 設備投資の見込みについて 

設備投資の予定  なし 

14


	表紙・目次.pdf
	（印刷用）令和5年度事業計画及び収支予算書.pdf
	令和5年度事業計画.pdf
	令和5年度収支予算書.pdf
	02 R5予算
	02 R5予参内訳

	資金調達及び設備投資の見込みについて.pdf




